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It’s the economy, stupid.　誤った経済理論にがんじがらめにされているからです。
　これはビル･クリントンが1992年大統領選テレビ討論会（全三回の内の第二回目）で放った「一発逆転」の言葉だ。現職大統領パパ・ブッシュに対する「形勢不利」をまるで「オセロ返し」の様に一発で逆転した魔法の言葉だ。
当時ブッシュの形勢は断然有利だった。1989年ベルリンの壁崩壊、1991年ソ連の崩壊、これらに象徴される米側勝利の様な形での冷戦終結と、更には湾岸戦争における勝利で勢いに乗るブッシュ。片やアーカンソー州知事、無名に近いクリントンの形勢不利は誰の目にも明らかだった。湾岸戦争直後の1991年世論調査ではブッシュ続投が90%にも達した。
だのになぜ、現職ブッシュは敗北したか？　その原因は「経済の低迷」だ。1981年から1993年の12年間続いた共和党政治、即ちレーガン政権・ブッシュ政権の経済再生政策は「経済の低迷」を打開する効果がなかった。これがブッシュ敗北の原因だ。

…少し説明しよう。戦争を挟んで20世紀中葉に英米など自由主義圏が採用した「ケインズの管理経済」は1970年代にはその神通力を失い始め、「国営半国営企業の非効率」と「民間の労働意欲の減退」により70年代後半には経済低迷が顕著になった。英国で「英国病」と言われたものだ。そこに登場したのが英国サッチャー首相（1979-1990）と米国レーガン大統領（1981-1989）だ。彼らは、「新自由主義」という市場原理を中心とする自由競争
・規制緩和・自由貿易・民営化などで経済低迷を打開しようとした。しかしそれは上手くいかなかった。「ケインズの管理経済」の次に来るものは「新自由主義」ではなかったのだ。
舞台裏では、「新自由主義」に対抗すべく「経済民主化」の準備が進められた。それは、1980年代に、主に二つの勢力によって着々と進められた。米国カトリック勢力と、「革命前夜のIT勢」で共和党から民主党へ鞍替えしつつある勢力だ。前者は既にコラム３２『Economic Justice for All』で詳しく説明したのでここでは後者について説明しよう。
IT勢力が、共和党から民主党へ鞍替え。その背景には、IT事業が1980年代に大きな転換期を迎えていたことがある。どういうことかというと、メインフレーム事業からPC事業への転換だ。メインフレームとは何かから説明する。
1943年、弾道軌道計算用に製作された世界最初のコンピュータ：ENIACは、幅30m、高さ2.4m、奥行き0.9m、総重量27トンと大掛かりな装置で、設置には倉庫1個分のスペース（167m2）を要した。回路素子がENIACの頃は真空管、1960年代からはトランジスタ、と異なる点もあるが、「倉庫一個分の大きさ」、これがメインフレーム・コンピュータの特徴だ。1964年に世に出た名器IBM360 --- 360度全方位で役に立つ、ということでこう名付けられたが、オール・トランジスタのこのIBM360がメインフレーム時代の象徴だ。
しかし1970年代終わり頃からPersonal Computer (PC)が世に出始めた。技術系の楽屋落ちネタで恐縮だが、CMOSでLSI（大規模集積回路）を組んだMOS6502、i8080、MC6800などをCPUとした、50cm四方・高さ15cmほどの、今で言えばデスクトップPCほどの大きさのPCが世に出始めた。1977年に世に出た名器Apple II（MOS6502採用） --- 当時の理系大学生の垂涎の的 --- はこの時代の始まりとして象徴的だ。
共和党の方が民主党よりも大企業とのおつきあいが上手い。さて、売り物が「メインフレームからPCへ」。これに伴ってIT事業モデルが大きく変化していく。簡単に言えば「一台ン百億円の一個の大物を大企業大組織に販売する事業」から「一台ン十万円の大量の小物を大衆消費者に販売する事業」に事業モデルが変わっていった。
もう、お分かりだろう。この様なメインフレーム事業は、ちょうど今のニッポンのスパコン事業のようなものだ。例えば、国家が「世界一位の性能」を目標として定め大企業に補助金を出して開発させ、どこかの国立研究所などに納品することを皮切りに、次々と大企業にスパコンを設置させる。これに似ている。

この様な事業は、共和党の方が民主党よりも扱いが上手い。
　従って、メインフレーム時代のIT勢には共和党シンパが多かった。例えば、米国にあっては珍しく「終身雇用」をうたっていた古き良き時代の大企業、そう、メインフレーム時代のIBMは共和党シンパとして知られていた。 --- 1993年春、クリントン政権誕生直後に、カトリック教徒のルイス・ガースナーが電撃的に会長職に就いてIBMを大改革するまでは…。
話は戻る。…そんな中1977年、Apple IIが発売され、新たなIT産業が産声を上げたのだった。そして、この新たなIT産業にとって、上述したような旧来の「ケインズの管理経済」政策も、そしてまた、レーガンとブッシュが掲げた新自由主義政策も、どちらも相性が良くないことは確かだった。1980年代、新たなIT産業が始まったにも関わらず、相変わらず米国の経済下降は続いた。
それでもまだ、新たなIT産業勢は迷っていた。「新自由主義」を唱える共和党と、「経済民主化」をかすかに唱え始めた民主党の間で、「どちらにつけば良いのか」と、1980年代、新たな方向へ変化し始めたIT産業勢はいまだに迷っていた。
ズバリ「正解は、新自由主義でなく経済民主化」と決着をつけたのは、なんと民主党シンパでなく共和党シンパの社会学者ジョージ･ギルダーだった。彼は1989年に『MICROCOSM  The Quantum Revolution in Economics and Technology』
という本を出版して、新たなIT産業は「経済民主化」と相性が良いということを述べた。

彼は、当時揺籃期にあった「光ファイバーによる世界通信網」 --- 今で言うと、インターネットに目をつけ、それがPC等の個人用情報端末と組み合わさる時、マイクロコズムの時代が訪れると説いた。先ほど挙げた著書から要所を拾うと、「世界を結ぶネットワークに編成されたコンピュータや遠距離通信システム内の通信線と交換機は、一体となって新しい世界経済の中枢神経系を作り上げる。」
と、あるいは、「意志決定権は組織の上層部に移るのではなく、無情にも個々人へと移譲される
 のである。これがマイクロコズムの法則であり、新生米国のグローバル経済における挑戦の鍵を握っているのだ。」
と述べた。即ち、世界中の多様な人々が個々に意志決定権を保ちながらも、インターネットによって協奏的に協業して経済を盛り上げること、つまり、「経済民主化」に軍配を上げたのだった。
共和党シンパのジョージ・ギルダーのこの意見は、新たなIT産業勢には直ぐ受け入れられた。しかし、共和党ブッシュの選挙対策チームに取り上げられることはなかった。先ほど述べたように「ブッシュ続投」の世論は90%を占めていたからだ。経済低迷の「陰」の面は、湾岸戦争勝利の「陽」の面にまだ覆い隠されていた。･･･脚注１の様に、1992年大統領選テレビ討論会で一人の女性質問者が、「経済問題解決策」について質問するまでは．．．。
ギルダーの意見を受けて、米民主党の動きは速かった。特に、前回1988年の大統領選に立候補したアル・ゴアの陣営は選挙戦略を直ぐに再検討した。そしてGII（Global Information Infrastructure）計画が生まれた。全世界に光ファイバーによるインターネットを普及させ、それによって米国経済再生を成し遂げるという壮大な計画が生まれた。
なぜ、この準備万端のアル･ゴアが1992年の大統領選に出馬しなかったのか？それは、彼の一人息子が自動車事故で重傷を負ったため、息子が長くつらい治療を受けている間は、家族と一緒に過ごそうと決めたからだ。

そして、大統領の「お鉢」がクリントンに回ってきた。しかし「たなぼた」では決してない。なぜなら、ビル・クリントンが持つpartnership論の知識とアル･ゴアの持つGII計画が合わさって初めて、経済民主化によるIT産業革命は成功し、米国に黄金のNew Economy時代をもたらすからだ。
カトリックGeorge Town大学を卒業後
 Yale Law SchoolでJ.D.になったクリントンは、partnership論の専門家だ。それが分かる、クリントン自伝『マイライフ』の該当箇所を抜き書きすることで、今週コラムはお開きとしよう。それは、脚注１で示した楡井浩一氏の和訳本の上巻の336頁なのだが、流石にここは、partnership論の専門家である私、齋藤の和訳を載せよう。
Yale Law Schoolをヒラリーと共に修了し共にJ.D.となった後の1973年、クリントンの生まれ故郷のアーカンソー州でヒラリーと二人で同棲生活
を始めた年のこと。ビル・クリントンは、アーカンソー大学で准教授としてpartnership論を学生に教えていた。
･･･9月には私は初めての講義を教え始めた。独占禁止法---私はそれをYaleで学び大いに楽しんだものだ---と、Agency &Partnership論（以下、Partnership論と訳す）を教えた。 Partnership論は、契約による関係性規定の性質と、それによって生ずる法的義務を扱う。独占禁止法では16人の学生を、 Partnership論では56人の学生を教えた。独占禁止法は、フェアで自由な市場経済を上手く働かせることを目的に、独占や非・競争的行動の形成を、政府は防止しなければならないという考え方に基づいている。「全ての学生が経済学の十分な知識を持っているわけではない。」と分かっていたので、説明資料を明瞭なものに、そして諸原理を分かりやすくすることに努めた。他方 Partnership論は十分にstraightforward（容易な、簡単な、複雑でない、分かりやすい、単純な、）だと思えた。むしろ、学生が退屈し、その重要性を見落とし、「一つの共通事業体の中の各部門にどういうNatureを与えれば的確(exact)なのか、場合によってこれが難しい問題になる。」ということを見落とすのではないかと心配になった。だから私は、興味をそそる様な例を考え、クラス討論が活発になる様に努めた。例えばウォーターゲート事件の公聴会と次々明らかになる新事実へのホワイトハウスの対応は、不法侵入行為について多くの質問を引き出すことが出来た。侵入者が大統領のエージェントだとしたら --- あるいはそうでないとしたら --- 誰のために、誰の権限によって行動していたのだろう？　教えていたクラスではどこも出来るだけ沢山の学生を討論に参加させるよう気を配ると同時に、オフィスや構内で学生が気軽にわたしに話しかけられるようにした。
･･･という具合だ。クリントンは政権についている間、このPartnership論の知識をいかんなく発揮する。たとえば、米国でも喧々囂々の議論となったCheck the Box
制度の導入に成功する。そして経済民主化によるIT産業革命を成功させ、米国に黄金のNew Economy時代をもたらしていく。
それはまた次回以降の話題としよう。今週は以上。次週も乞うご期待。
� クリントン自伝である『マイライフ　クリントンの回想　アメリカンドリーム　上巻』ビル・クリントン著、楡井浩一訳、pp727-728の該当部分は：


　･･･そんな中で、第二回討論会の流れを変えることになる質問が飛びだした。一人の女性が尋ねた。「国の赤字はどの様な形でお三方（ブッシュ、クリントン、ペロー）に個人的な影響を与えていますか？　もし影響を受けていないとしたら、一般の人々の経済的な問題にどうやって解決策を見いだせるというのでしょうか、人々の苦しみを体験したことがないというのに？」。（中略）ブッシュはとまどって、なかなか個人的な影響を挙げることが出来なかった。質問者が食い下がり、自分には解雇された友人や、住宅ローン、車のローンが払えない友人がいると説明する。するとブッシュはなぜか、自分が黒人の教会に行って、会報で十代の妊娠についての話を読んだことなどを話した。最後に、同じ問題を抱えていないからといって、その問題が分からないと決めつけるのはおかしいとまとめた。わたし（クリントン）は順番が来ると、自分は12年間にわたって小さな州の知事だったと切り出した。だから、職場を解雇された人や、会社が倒産した人たちの名前を知っている。またこの一年間に全米を歩いて、さらに多くの人たちと会った。州政府を切り盛りするうちに、連邦政府のサービス削減によって、人々にどういう影響が及ぶかも実際に見てきた、と話した。それからわたしは質問者に、財政赤字は大きな問題だが、経済が成長しないのはそのためだけではなく、「誤った経済理論にがんじがらめにされているからです」と言った。このやり取りの最中にブッシュ大統領は、自分の間の悪さを強調するかのように、そわそわと腕時計に目をやった。これでなおさら大統領は心ここにあらずだという印象が強まってしまった。（中略）（この）時点で、事実上この夜の討論会は決着していた。


� この様に新自由主義が自由競争を強調するところが、経済民主化との大きな違い。経済民主化では、自由競争と共にSolidarityあるいはPartnershipというCollaborationの重要さも強調される。つまり、競争しながら協調もするということだ。


�　日本でも、自由民主党と民主党に対して、同様なことがいえるかもしれない。民主党の蓮舫さんが事業仕分けの際に発言した、ちょっとオカドチガイを感じさせる「スパコンは世界一じゃなきゃダメなんですか」は記憶に新しい。


� 　和訳は、NTT出版から『未来の覇者　マイクロコズムの世紀』牧野昇（監訳）として1992年に出版されている。


� 『未来の覇者　マイクロコズムの世紀』pp57


�  ここでデジャヴ（既視感）があった読者は、本コラムを良くお読み頂いている。コラム３２『Economic Justice for All』で「民主化三要素」として上がっていたmutual accountability, sharing of power, and participationをPPT：�HYPERLINK "IT%20is%20very%20industry%20for%20democratization%20of%20economy%20rev2.ppt" \t "_blank"��経済民主化のハマリ役：IT産業�にまとめたが、このmutual accountability, sharing of powerと同じことを、ここでジョージ・ギルダーは述べている。


� 『未来の覇者　マイクロコズムの世紀』pp398


� 　クリントンが、イエズス会が運営するカトリックGeorge Town大学に在学したのは1964年～1968年のことだ。それは第二バチカン公会議（1962年～1965年）でカトリックが宗教改革、即ち、近代との共存化を進める「ホットな論争」をしている真っ最中のことだ。この事もクリントンが進歩的なカトリック社会教説（partnership論を含む）を吸収する上でプラスに作用したのではないかと齋藤は推測している。


� 二人の結婚は二年後の1975年10月11日のこと。ちなみに長女チェルシーが生まれるのは1980年のことだ。


� 起業者が、会計自由のpartnership税制か、それとも税務当局の強制力が及ぶcorporate税制か、のどちらを自分の会社に適用させるのかを、起業者自身が選ぶ制度。
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